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2026 年４月 23 日 

各位 

 

会 社 名  株式会社Ｍａｃｂｅｅ Ｐｌａｎｅｔ 

代 表 者 名  代表取締役社長 千葉 知裕 

（コード番号：7095 東証プライム） 

問 合 せ 先  執行役員 経営企画本部長 川上 昂士 

  （TEL 03-3406-8858） 

 

自己株式の取得に係る事項の決定に関するお知らせ 

（会社法第 165 条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得） 

 

 当社は、2026 年４月 23 日開催の取締役会において、会社法第 165 条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．本自己株式の取得を行う理由 

生成 AI の進化は顕著であり、インターネット広告市場のみならず、多くのビジネスの可能性

を拡張しつつあります。当社はこれまで「LTV マーケティング」を基本として、成果報酬型マー

ケティング領域に注力してまいりました。今後も、成果報酬型マーケティングの市場規模は拡大

し続ける見通しとなっています。現在推進中である中期経営計画※１の最終年度である 2027 年

4 月期においては、直近の生成 AI の進化を勘案して、既存領域の確かな成長と、これまでノウ

ハウの活用で成長領域の拡張を図ってまいります。特に「加速度的な M&A」は変わらず、積極的

に取り組む予定です。具体的な成長戦略の詳細につきましては、2026 年 4 月期の通期決算（2026

年 6 月 11 日予定）とともに、ご説明する予定です。また、現在当社の株価は、事業実態や将来

の成長ポテンシャルに照らして適正ではなく、機動的な事業運営及び企業価値向上に向けた取

り組みを加速させるための体制への移行の必要性を認識しています。 

 

そのような状況の中、当社株式について取締役会長である松本氏に売却検討が選択肢として

取り得るか否かを確認したところ、同氏の資産管理会社かつ当社の筆頭株主であるＭＧ合同会

社が保有する株式を含め、売却検討可能であるという回答を受領いたしました。本自己株式の取

得は、当社株式の流動性及び市場価格への影響を一定程度緩和しつつ、当社の株主の皆様にも市

場での売却機会を付与できるという点において、当社及び株主の皆様にとって望ましいことを
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踏まえ、自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により買い付けることが有益であるという考え

に至りました。なお、取得した自己株式は、来期以降の M&A や戦略的資本提携における活用、役

職員へのインセンティブとして活用する予定であり、来期の施策実行に向け、今期中に準備を整

えるものとなります。 

 

以上を踏まえ、当社は、松本氏と協議を重ねつつ検討を進めた結果、松本氏との間で、一定の

株価水準を超えることを条件に 20 億円の売付申込および今後の継続保有（当社の企業価値向上

に資するパートナーとの業務資本提携や当社役職員へのインセンティブに係る取引を除き、売

出/自己株式の取得による処分は行わない）の合意に至りました。そのため、本日開催の取締役

会において、松本氏を除く当社取締役全員の賛成（松本氏は特別利害関係者のため審議・決議不

参加）により、この度、新たに総額 21 億円の本自己株式の取得枠を設定することを決議いたし

ました。 

 

２．本自己株式取得の前提 

2026 年４月期通期の業績見込みに関しては、売上収益は業績予想（修正後）※２より微減の

500 億円前後となるものの、営業利益は概ね業績予想通りとなる見込みです。また、2027 年４月

期の業績に関しては、現在、売上収益および営業利益は、ともに今期と同等水準を見込んでおり

ます。正確な見通しは精査の上、2026 年４月期の通期決算にて開示する予定です。 

 

また、2027 年４月期配当予想は当期予想同等の 1 株 55 円（今期予想ベース配当性向 31％見

込み）を維持し、以降も安定的な配当の実施を目指すとともに、今後社内関係者からの取得を目

的とした自己株式取得は実施せず、自己株式取得は開示済の株主還元方針に沿って検討する方

針です。 

 

なお、本自己株式取得に要する資金については、借入を実行して充当する想定でありますが、

上記配当も考慮の上、今後の事業運営並びに財務の健全性及び安定性は引き続き維持できる見

込みです。 

 

 

３．取得に係る事項の内容 

（１）取得対象株式の種類：当社普通株式 

（２）取得し得る株式の総数：1,750,000 株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額：2,100,000,000 円（上限） 

（４）取得期間：2026 年４月 24 日～2026 年４月 30 日 

（５）取得方法：自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）を予定 

（注１）取得する株式の総数および株式の取得金額の総額の変更は行いません。 



3 

（注２）市場動向等により、一部または全部の注文の執行が行われないことがあります。 

（ご参考）2026 年４月 23日時点の自己株式の保有状況 

     発行済株式総数（自己株式を除く）13,927,201 株 

     自己株式数 727,071 株 

 

※１ 中期経営計画の概要 

（１） 2024 年９月 12 日に開示した 2025 年４月期～2027 年４月期の計画 

（２） 2027 年４月期に売上高 700 億円、営業利益 75 億円を目標 

（３） 事業戦略 

① インターネット広告の次世代化（成果報酬型への転換） 

② PR と獲得の融合（成果報酬型への転換/拡張） 

③ 加速度的な M&A による非連続な成長 

（４） 株主還元方針： 

① 配当性向：20％を目安 

② 自己株式取得：適正ではないと判断される株価水準が 一過性ではなく継続する際   

には、自己株式取得を実施予定 

 

※２ 業績予想（修正後） 

（１） 2025 年 12 月 11 日に開示した「2026 年４月期連結業績予想の修正に関するお知らせ」 

（２） 売上収益：510 億円、営業利益：37 億円 

 

以上 

 


